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科研費の配分状況（機関種別）

機関種別 応募・採択の件数

応募件数合計
101,234件
採択件数合計
26,676件

採択
7,037件
26.4%

応募件数

国⽴⼤学

採択件数

公⽴⼤学
応募

7,735件
7.6%

私⽴⼤学

応募
12,369件
12.2%

採択
3,070件
11.5%

その他

採択
14,610件
54.8% 応募

49,769件
49.2%

応募
31,361件
31.0%

順位 機関名 採択件数 割合（％）

1 東京⼤学 3,862 5.1
2 京都⼤学 3,050 4.1
3 ⼤阪⼤学 2,585 3.4
4 東北⼤学 2,510 3.3
5 九州⼤学 1,962 2.6
6 名古屋⼤学 1,843 2.4
7 北海道⼤学 1,681 2.2
8 筑波⼤学 1,294 1.7
9 神⼾⼤学 1,107 1.5
10 広島⼤学 1,075 1.4

Top10⼩計 20,969 27.9
総計 75,290 100

科研費採択件数における上位10機関のシェア(H28年度)
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（出典） Clarivate Analytics（旧トムソン・ロイター IP&Science2016年4⽉18⽇発表「2016年 プレスリリース インパクトの⾼い
論⽂数分析による⽇本の研究機関ランキングを発表」
http://ip-science.thomsonreuters.jp/press/release/2016/esi2016/

（引⽤） 国⽴⼤学の教育研究改⾰と国の⽀援－学術振興の基盤形成の観点から（平成29年6⽉27⽇ ⽇本学術会議 学術振興の観点から国⽴
⼤学の教育研究と国による⽀援のあり⽅を考える検討委員会）

⾼被引⽤論⽂による⽇本の研究機関ランキング
⾼引⽤論⽂数 割合

1 東京⼤学 1303 1.60%
2 京都⼤学 754 1.20%
3 国⽴研究開発法⼈ 理化学研究所 624 2.50%
4 ⼤阪⼤学 559 1.10%
5 東北⼤学 484 1.00%
6 国⽴研究開発法⼈ 産業技術総合研究所 368 1.30%
7 名古屋⼤学 364 1.10%
8 東京⼯業⼤学 286 1.10%
9 九州⼤学 279 0.80%
10 国⽴研究開発法⼈ 物質・材料研究機構 273 1.90%
11 筑波⼤学 247 1.20%
12 北海道⼤学 206 0.60%
13 岡⼭⼤学 183 1.20%
14 広島⼤学 176 1.00%
15 神⼾⼤学 158 1.10%
16 早稲⽥⼤学 156 1.40%
17 ⼤学共同利⽤機関法⼈ ⾃然科学研究機構* 149 1.20%
18 慶應義塾⼤学 143 0.80%
19 ⼤学共同利⽤機関法⼈ ⾼エネルギー加速器研究機構 126 2.00%
20 国⽴がん研究センター 124 2.00%
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繊維学部と⻑野県の精密機器メーカーなどが共同開発
した⽣活動作⽀援ロボティックウェア「Curara 」は，
その技術をベースに体内埋め込み型を開発する「歩⾏
アシストサイボーグ」が始動。

今後、curara® の実⽤化と体内埋め込み型歩⾏アシ
ストロボットのプロトタイプ開発が⽬標である。

そのために、駆動部、機構、バッテリーをカーボンや
ファイバー技術により究極まで⼩型軽量化するととも
に、⾻髄内釘を応⽤して体内に埋め込むことを計画。

信州⼤学が所在する⻑野県は⼩型モータ出荷率が全国
でもトップレベルであることから、上⽥市の⼭洋電気
株式会社及び安曇野市の株式会社ハーモニック・ドラ
イブ・システムズの協⼒を得て駆動部の開発を推進。

南信州・飯⽥地域は国際戦略総合特区である「アジアNo.1航空宇宙産業ク
ラスター形成特区」に指定されており、地域企業を中⼼に航空機の技術開
発を推進。

この地⽅創⽣活動を加速し、産業振興に寄与する「知の拠点」の核を形成
するため、航空機システム・
装備品事業分野におけ
る意欲的な取り組みと
して2017年４⽉に飯
⽥市に「航空機ステム
共同研究講座」を開設。

教員の
エフォート率

７割

１割 ２割

地⽅創⽣に資する研究と国⽴⼤学
産学官⾦融連携 "着る"⽣活動作⽀援ロボット

curara®（クララ）
航空宇宙産業振興と⼈材育成の拠点整備

地域企業と連携し、航
空機システム（装備品）
分野をテーマに２年間
（修⼠課程）の教育・
研究で⼈材を養成。

肥前セラミック研究センターを設置し、セラミック産業における“芸術－
科学－マネジメント”が融合した国際的学術研究拠点として産業・地域へ
貢献。

肥前セラミックセンターによる
「やきものイノベーション」の創出

肥前陶磁器（有⽥焼、伊万⾥焼、
唐津焼）の伝統的技術・⼯芸と
ファインセラミックスの先進技術
要素を組み合わせた素材開発やプ
ロダクトデザイン研究開発を⾏う。

学内外における異分野教員が横断
的に協⼒し、佐賀県窯業技術セン
ター、佐賀県⽴九州陶磁⽂化館、
地元陶磁器関連企業、海外の陶磁
器関連⼤学等との連携により“やき
ものイノベーション”を創出。

クロスアポイントメント制度を活⽤した
防災・減災研究の推進

四国地域における減災科学の拠点として、四国危機管理教育・研究・地
域連携推進機構を設置。

防災科学技術研究所(NIED)、海洋研究開発機構(JAMSTEC)とのクロ
スアポイントメント制度を活⽤し、減災・危機管理の研究実績がある教
員を副機構⻑として招聘。就任と同時に⾹川県と共同研究契約を締結。

南海トラフ地震等の⼤規模⾃然災害に備え、⾹川県と連携し新たな科学
技術を活⽤した防災・減災のための調査・研究を推進。
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学⽣数から⾒る国⽴⼤学
学⽣数において国⽴⼤学が占める割合

（平成28年度）
⼤学院⽣数において国⽴⼤学が占める割合

（都道府県別）（平成28年度）

学⼠課程 修⼠課程 博⼠課程 専⾨職課程

⼈⽂科学 8.5% 34.0% 50.9% 36.1%

社会科学 8.1% 28.9% 48.0% 31.1%

理 学 39.0% 70.2% 85.4% -

⼯ 学 33.6% 65.3% 80.8% 4.1%

農 学 39.3% 84.3% 87.8% -

保 健 18.4% 49.5% 65.2% 74.7%

商 船 100.0% 100.0% - -

家 政 1.8% 21.2% 20.0% -

教 育 34.1% 81.7% 70.5% 86.9%

芸 術 4.7% 29.4% 48.6% -

そ の 他 14.9% 60.2% 71.6% 21.1%

全 体 17.3% 59.0% 68.5% 37.4%

90％以上
14地域
⿃取、茨城、徳島、愛媛、宮崎、⾹川、
佐賀、島根、⻑野、宮城、⿅児島、
⻑崎、三重、⼭形

70％以上
90％未満

18地域
⼭⼝、福井、⻘森、富⼭、北海道、
⼭梨、新潟、熊本、⽯川、岐⾩、広島、
岡⼭、静岡、奈良、福岡、沖縄、群⾺、
秋⽥

50％以上
70％未満

8地域
⼤分、岩⼿、和歌⼭、愛知、京都、
兵庫、⾼知、千葉

50％未満
7地域
⼤阪、栃⽊、東京、埼⽟、神奈川、
福島、滋賀

（出典）⽂部科学省
「平成28年度学校基本調査」より作成
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⽇本の基礎科学⼒の揺らぎ ─「三つの危機」

研究の挑戦性・継続性をめぐる危機 ─ 研究費・研究時間の劣化 ─ 
•基盤的経費や⾃主的・⾃⽴的な研究を⽀える研究費が減少
•⻑期的な視野に⽴った独創的な研究への挑戦や⾃主的・⾃⽴的な研究に専念することが困難
•研究者の研究時間の減少
•競争的資⾦への依存が⾼まることによる、研究費の途絶、研究の中断のリスク

次代を担う研究者をめぐる危機 ─ 若⼿研究者の雇⽤・研究環境の劣化 ─ 
•若⼿研究者の雇⽤が不安定化
•研究者が短期の業績づくりや事務作業に追われ、独創性を発揮しづらい
•キャリアパスの不透明さ、経済負担などへの不安
•優秀な学⽣が研究者の道を躊躇・断念

「知の集積」をめぐる危機 ─ 研究拠点群の劣化 ─ 
•論⽂数の伸びは停滞し、国際的なシェア・順位は⼤幅に低下
•世界トップレベルの研究拠点を形成し、研究成果はあがっているが、我が国全体に与える影
響は限定的
•我が国全体の研究⼒強化のためには、「知の集積」の場となる研究拠点群の厚みが不⼗分
•基礎科学⼒の強化に向けて研究情報基盤等の整備・充実が不可⽋

1

2

3

（出典）基礎科学⼒の強化に向けて ─「三つの危機」を乗り越え、科学を⽂化に ─ 
（平成29年4⽉24⽇ ⽂部科学省 基礎科学⼒の強化に関するタスクフォース） ⽂部科学省提供資料
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⽇本で産出される論⽂の状況
○⽇本が産出する論⽂数及び⾼被引⽤度論⽂数（Top10%補正論⽂数）の国際的なシェアは低下傾向

（論⽂数：２位→５位、Top10％補正論⽂数：４位→１０位）。

出典：「科学技術指標2016」(平成28年8⽉、科学技術・学術政策研究所)

注：分析対象は、article, article & proceedings（articleとして扱うため）、 letter, note, reviewである。
資料：トムソン・ロイター社 Web of Science (SCIE, CPCI:Science)を基に、科学技術・学術政策研究所が集計。
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（⽂部科学省調べ）

海外からも懸念される⽇本の⼤学の状況
英科学雑誌「ネイチャー・インデックス」（2017年３⽉23⽇付発⾏）

Japan’s stagnated research output corresponds with a deteriorating situation for young Researchers
~⽇本の研究⼒の停滞と若⼿研究者の待遇の悪化との連関~

任期付き
ポスト 増
任期無し
ポスト 減

（平成28年度（速報）学校基本調査）
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【国立大学における若手教員の雇用状況の変化】 【博士課程入学者数の推移】【主要国の論文数の変化】

☑全体の収録論⽂数のうち⽇本からの論⽂数が占める割合は2005年から2015年の間に、7.4％から4.7％に低下
☑その原因として、国⽴⼤学が⼈件費に充てる運営費交付⾦が減らされ、

若⼿研究者が任期無しの職を得る機会も少ないことなどがあげられると分析

「緊縮財政により科学研究はどのような代償を払うことになるか」

「⽇本全国の⼤学において、任期無しポストを減らし、任期付きポストへの切り替えが進められており、若⼿研究者は不安定な将来に直⾯している。」
「⽇本の科学技術予算は2001年以降、基本的に横ばいが続いている。⼀⽅、ドイツ、韓国や中国といった国々は、科学技術予算を著しく増加させている。」
「2000年代初頭から、⽇本政府は教職員の給料のための⼤学予算を削り始めた。ここには、2004年から2014年にかけて、毎年約１％削減をされた国⽴
⼤学法⼈運営費交付⾦も含まれている。」
「研究者は、学⽣が研究職としてのキャリアを断念しつつある現状を危惧している。」
「⽇本の科学研究は転換点にあり、次の10年で成果を出さなければ科学研究でトップの国の⼀員という地位を失いかねない。」

博⼠課程⼊学者は
年々減少

諸外国に⽐べ、
⽇本の論⽂⽣産は
伸び悩み

⽇本

⽂部科学省提供資料をもとに⼤阪⼤学作成
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「個⼈研究費」の減少

9% 28% 28% 15% 20%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答…

出典：⽂部科学省「「個⼈研究費等の実態に関するアンケート」
●定義：平成27年度に所属機関から、⾃由な研究活動の実施及び研究室等の運営のために⽀給される資⾦（外部資⾦等を除く）。
●調査対象：平成27年度の科研費の採択件数上位200⼤学等に所属する研究者（約１万名）
●調査期間：平成２８年７⽉４⽇〜７⽉１５⽇ ●回答率：36％（3646件）

8% 15% 36% 24% 18%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

国⽴

⼤学

増えている
概ね同じ
減っている（概ね５割未満の減）
⼤きく減っている（概ね５割以上の減）
その他（わからない等）

「個⼈研究費」の配分額

14%

21%

25%

19%

18%
3%

～10万円

10～30万円

30～50万円

50～100万円

100万円以上

13%

27%

22%

19%

15%
3%

国⽴⼤学 全 体

49.2%
39.0%

10.2%

0.0% 1.7%
「個⼈研究費」と

基盤的経費との関係

■①基盤的経費の収⼊減が個⼈研究費の削減の主たる原因となっている
■②基盤的経費の収⼊減が個⼈研究費の削減の原因の⼀部となっている
■③基盤的経費の収⼊と個⼈研究費の措置額との相関は無い
■④個⼈研究費は増やしている
■⑤わからない

「個⼈研究費」の⽐較（10年前と現在）

⽂部科学省提供資料

出典：⽂部科学省「研究費の安定性に関するアンケート」
●調査対象：全国⽴⼤学法⼈及び平成２８年度の科研費の採択件数が200件以上の研究機関

（計119機関）の研究担当理事
●調査期間：平成29年４⽉28⽇〜５⽉12⽇
●回 答 率：98.3％（117機関）
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⼤阪⼤学における運営費交付⾦と⼈件費の推移
近い将来、運営費交付⾦（基盤的経費分）による⼈件費確保が困難な状況
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研究の性格による分類

要請研究

戦略研究

学術研究

政策的
要請

研究者の
内在的動機

研
究
の
契
機

基礎研究 開発研究
知識の発⾒

個別具体的な⽬標に向けて、
実⽤化の可能性を確かめる研
究や、既に実⽤化されている
⽅法に関して、新たな応⽤⽅
法を探索する研究をいう。

基礎研究、応⽤研究及び実際の経験か
ら得た知識の利⽤であり、新しい材
料、装置、製品、システム、⼯程等の
導⼊⼜は既存のこれらのものの改良を
狙いとする研究をいう。

社会
実装

出典： 「東⽇本⼤震災を踏まえた今後の科学技術・学術政策の在り⽅について（建議）」（平成25年１⽉17⽇科学技術・学術審議会）、
「科学技術研究調査報告」（総務省）、“Frascati Manual” （OECD）を踏まえた上で平成27年１⽉に⽂部科学省作成

応⽤研究

個々の研究者の内在的動機に基づき、⾃⼰責任の下で進められ、真理の探究や
科学知識の応⽤展開、さらに課題の発⾒・解決などに向けた研究

政府が設定する⽬標や分野に基づき、選択と集中の理念と
⽴案者（政府）と実⾏者（研究者）の協同による⽬標管理の下で進められ、
課題解決が重視される研究。

政府からの要請に基づき、定められた研究⽬的や研究内容の下で、
社会的実践効果の確保のために進められる研究

研究の性格

個別具体的な応⽤、⽤途を直接的な⽬
標とすることなく、仮説や理論を形成
するため⼜は現象や観察可能な事実に
関して新しい知識を得るために⾏われ
る理論的⼜は実験的研究をいう。

⼤学が主に担う範囲

⽂部科学省提供資料
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学術研究への基礎的投資の推移
⼤学の基盤的経費が削減傾向にある中、

科研費の増額はそれを補う⽔準に達しておらず、全体として縮⼩傾向
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H16 H22 H28

国⽴⼤学法⼈運営費交付⾦ 私⽴⼤学等経常費補助⾦ 科学研究費助成事業

（億円）

（年度）

（100）
17,508

（96.0）
16,807 （93.9）

16,441

0

*平成28年度の科学研究費助成事業は助成⾒込み額 *括弧内の数値は、平成16年度の合計額を100としたときの割合

⽂部科学省提供資料
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新規応募件数 新規採択件数 新規採択率
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（年度）

科学研究費助成事業（科研費）
〜学術研究を⽀える競争的資⾦の充実〜

（新規+継続）
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1,000
1,200
1,400
1,600
1,800
2,000
2,200
2,400
2,600

H24 H25 H26 H27 H28

（千円）

（年度）

科研費の応募・採択件数、採択率の推移 科研費の予算額の推移

科研費の1課題当たりの平均配分額（直接経費）の推移

⽂部科学省提供資料
※「科学研究費」：特別推進研究、特定領域研究、新学術領域研究、基盤研究、

挑戦的萌芽研究、若⼿研究及び研究活動スタート⽀援について分類

2,633 2,566 
2,381 2,276 2,273 2,273 2,284 
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※H23年度から基⾦制度の導⼊。
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研究発展・⽀援のイメージ①（⾚崎⽒・天野⽒の例）

基盤的経費※ による研究⽀援
※基盤的経費

⼤学等における多様な教育研究の基盤を
確保するための資⾦。

⾚﨑⽒、GaN系半導体の
研究を開始

天野⽒、⾚﨑研究室に⼊室

⾚﨑⽒・天野⽒、科研費を取得

科学研究費助成事業（科研費）
による研究⽀援

⾚﨑⽒・天野⽒、
低温バッファ層技術の開拓による
⾼品質GaN系窒化物単結晶の創製

JSTによる研究⽀援※
※事業名
【研究成果最適展開⽀援プログラム（A-STEP）】
「GaN系⻘⾊発光ダイオードの製造技術」
（1987〜1990年）
「LEDモスアイ構造製造技術」（2007〜2010年）
【創造科学技術推進事業（ERATO）】
「中村不均⼀結晶プロジェクト」（2001〜2006年）

⾚﨑⽒・天野⽒、
窒化物半導体における

ｐ型伝導の実現
窒化物半導体における

ｎ型伝導制御の達成
⾼性能GaN p-n 接合型

⻘⾊発光ダイオードの実現

写真：名城⼤学提供

写真：名城⼤学LED共同研究センターHP

1973年
1981年

1982年〜

1986年

1989年

市
場
で
の
製
品
化

企
業
等
で
の
開
発

研
究
者
の
⾃
由
な

発
想
に
基
づ
く
研
究

出典：名城⼤学・名古屋⼤学の情報提供等をもとに⽂部科学省作成 ⽂部科学省提供資料
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研究発展・⽀援のイメージ②（⼤隅⽒の例）
－「私の研究のほぼ全てが科研費によって⽀えられてきた」－

0

20

40

60

80

100

120

140 間接経費

直接経費

（百万円）

1982年
東京大学所属[注]
初の科研費（一般研究（C））

1996年
基礎生物学研究所へ異動

2003年
特別推進研究の採択

2009年
東京工業大学に異動

2016年
ノーベル賞受賞

1988年、
酵⺟細胞のオートファジーを発⾒

総計：17.8億円
直接経費：14.3億円
間接経費：3.5億円

1993年 オートファジーに関与する遺伝子の特定
※科研費の成果論文発表→関連論文の急増
（2015年：約5000本、15年で約60倍）

東京⼯業⼤学 ⼤隅研究室website より
http://www.ohsumilab.aro.iri.titech.ac.jp/

[注]1977年に東京⼤学助⼿に採⽤。以降、在職時の基盤的研究費については、
国⽴学校特別会計における「教官当積算校費」等により措置（当時）

⽂部科学省提供資料

（年）
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国・学術界⼀体での
学術研究の推進が急務!!

「学術研究の総合的な推進⽅策について（最終報告）」のポイント
（平成27年1⽉27⽇ 科学技術・学術審議会 学術分科会）

失われる⽇本の強み─危機に⽴つ我が国の学術研究─

⽂部科学省提供資料をもとに⼤阪⼤学作成

●天然資源に乏しい我が国では、学術研究により
⽣み出される 知や⼈材が国としての強み
▶これまで、国際社会における存在感の伸張に貢献

学術研究は
「国⼒の源」

●技術の進展等に伴う知のフロンティアの拡⼤
原理探求や新領域創出に向けた熾烈な国際競争

⼤学の研究環境の悪化
学術研究衰退・⼈材育成メカニズム崩壊
「⾼度知的国家」としての存在感の低下・我が国全体の教養の低下

⽇本の強みの
喪失の危機

学術研究による知の創出⼒と
⼈材育成⼒の回復・強化が
喫緊の課題
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学術研究が社会における役割を⼗分に発揮するための改⾰⽅策
＝具体的な取組の⽅向性＝

デュアルサポートシステムの再⽣1
◎基盤的経費：
 ⼤学は、明確なビジョンや戦略に基づく配分により、基盤的経費の意義の最⼤化

を推進
⇒国は、⼤学の取組とあいまって基盤的経費の確保・充実

◎競争的資⾦：
○科研費：⼤幅改⾰
 分科細⽬表の⾒直しや⼤括り化、審査⽅式の再構築、種⽬の再整理等の基本的構

造の⾒直し
 重複制限の⾒直しや海外在住者の帰国前予約採択の導⼊等
 若⼿研究者の国際共同研究や国際ネットワーク形成の推進
 科研費の成果を最⼤化するための「学術研究助成基⾦」の充実
 研究成果の可視化と活⽤のためのデータベース構築

○科研費以外の競争的資⾦：
 総合科学技術・イノベーション会議において全体バランスに配慮した改⾰の検討

○間接経費：
 競争的資⾦の拡充とともに確保・充実し、⼤学において⼀層効果的に活⽤

若⼿研究者の育成・活躍促進2
 若⼿研究者の⾃⽴をサポートする体制の構築・強化
 国際的な研究コミュニティーにおけるリーダー養成のための海外研究機会の充実
 シニア研究者を含む⼈材の流動性の促進と若⼿研究者の安定的なポストの確保、

キャリア開発
 国内外の優秀な若⼿研究者等の⼈材交流等のハブとなる世界最⾼⽔準の卓越した

⼤学院形成

⼥性研究者の活躍促進3
 ⼥性研究者活躍促進のためのシステム改⾰の推進

研究推進に係る⼈材の充実・育成4
 類型ごとの知識・スキルの明確化や社会的認知度の向上、スキル標準作成⽀援等

国際的な学術研究ネットワーク活動の促進5
 海外の優秀な⽇本⼈・外国⼈研究者の戦略的受⼊れ等による国際的な頭

脳循環のハブの形成
 ⼤学等の組織的ネットワーク形成や学術界による国際参画、学術振興機

関間の交流・連携等

共同利⽤・共同研究体制の改⾰・強化等6
 ＩＲ機能等の強化、年俸制・クロスアポイントメント制度等⼈事制度改

⾰、ネットワーク型の拠点形成等
 「学術の⼤型プロジェクト」の戦略的・計画的推進
 ⼤学共同利⽤機関や共同利⽤・共同研究拠点以外における設備の共同利

⽤・再利⽤促進

学術情報基盤の充実等7
 学術情報ネットワークの強化、学術雑誌⽀援による情報受発信強化、

研究データシェアリングの促進

⼈⽂学・社会科学の振興8
 現代社会の要請に応え、グローバル化に呼応した研究領域の創出
 ⼈⽂学・社会科学が担う社会的意義を絶えず再検討し、将来的な展望

を広く社会に提⽰
 ⾃然科学とは異なる特徴を踏まえた独⾃の評価基準を可視化

学術界のコミットメント9
＊改⾰の推進には学術界の積極的なコミットメントが不可⽋
 分野の利害を越え、学術振興施策の制度設計や審査、評価等への責任あ

る参画
 研究倫理の徹底等による質の保証、社会との対話の重視
 発展可能性等の未来志向の観点による評価制度を確⽴し、優秀な研究者

を積極採⽤
 研究者に係るメリハリある処遇や資源配分を実施

⽂部科学省提供資料
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国⽴⼤学の将来ビジョンに関するアクションプラン（抄）①
（平成27年9⽉14⽇ ⼀般社団法⼈国⽴⼤学協会）

○ 国⽴⼤学の基本機能の維持向上
○ ポイント１：優れた資質・能⼒を有する多様な⼊学者の確保と受け⼊れ環境の整備
○ ポイント２：⼤学間等の機能的な連携・共同による教育研究⽔準の向上
○ 以上の取組（基本機能とポイント1〜2）に係る財政措置及び制度改⾰の在り⽅

国⽴⼤学は、今後、以上の取組を主体的にかつ着実に実⾏していく。他⽅、国には厳しい財政状
況の下ではあるが、これらを⽀える制度・環境の整備と⽀援を要請するものである。その中で、特
に教育研究経費の配分については、教育研究の特性である多様性、⻑期的な視野、⾃由な発想等の
重要性に鑑みて、次のような基本的な考え⽅に基づくべきである。

①基盤的な教育経費は安定的な運営費交付⾦で
保証する。そのためにこれ以上の運営費交付
⾦の削減は⾏わない。

②個々の⼤学の特⻑を活かした基盤的な研究や
研究者の独⾃の⾼い研究についても運営費交
付⾦で安定的に措置する。

③⼤学・研究組織の連携・共同で展開する研
究・教育については、運営費交付⾦の⼀部と
⽂部科学省内の競争的資⾦の⼀部を⼀体的に
活⽤できるよう柔軟かつ競争的に⽀援する。

④研究者の個々の⾃由な発想に基づいたボトム
アップ研究は、⽂部科学省科学研究費補助⾦
で⽀援する。

⑤各省庁が牽引する社会ニーズに対応するため
の研究費については、各制度の趣旨・⽬的や
相互の関連性を整理した上で、⼤学間、連携
グループ間、あるいは個⼈間での競争性に基
づいた⽅法により配分する。

⽂部科学省提供資料をもとに⼤阪⼤学作成
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国⽴⼤学の将来ビジョンに関するアクションプラン（抄）②

構造改⾰の⽅向性（国⽴⼤学の将来像）

（２） 資源の最⼤有効活⽤による
国⽴⼤学の諸機能の⼀層の向上

（中略）
②研究の観点からは、イノベーションの創出に関する国際的な競争が激

化していることから、新たな学際分野や融合分野を含め世界をリード
する研究を推進していくことが我が国にとって特に重要かつ必須であ
る。そのために分野ごとにネットワークを形成したり、機能的な統合
を図ったりすることにより、資源の共有と研究者流動性を確保し、あ
らゆる資源を最⼤限に活⽤して研究⼒を強化・向上する。

産業界における研究開発投資を⼤学に呼び込み、産学双⽅にとって
メリットのある共同研究等のシステムを構築することを検討し、実⾏
する。

⽂部科学省提供資料をもとに⼤阪⼤学作成
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⽇本学術会議提⾔「国⽴⼤学の教育研究改⾰と国の⽀援」（概要）

国⽴⼤学は将来を予測しかつ社会の変化に柔軟に対応できる⼈材の養成や、科学技術の発展の基礎を形
成する研究及び新たな知や⽂化や産業を⽣み出す役割を担う。その実現に向けた国⽴⼤学の改⾰を進め
るため、⻑期的かつ継続的な投資が必要である。

国⽴⼤学の⾃⼰改⾰の推進と⻑期的かつ継続的な投資の強化1

国⽴⼤学法⼈は、ICTを利⽤した会計等の基盤システムのクラウド化、カリキュラムの共通化や共通講
義システム化、研究、国際連携、産学連携により、⾼度な国⽴⼤学ネットワークを構築し、創造的な研
究教育体制へと変⾰することが期待出来る。

情報通信技術（ICT）を利⽤した国⽴⼤学の連携強化2

次々と出現する社会的課題に対応するため、⻑期的な視野を持った⾼度⼈材の育成が急務であり、国と
⼤学が⼀体となって若⼿研究者の環境整備を⾏い、⼤学の基盤経費減少に端を発する研究の停滞や若⼿
⼈材育成の劣化を克服することが重要である。

国⽴⼤学の⼈材育成と学術研究の推進3

国⽴⼤学は、社会の益々の流動化に対応して社会⼈の学び直しや地域のビッグデータ収集・分析の中核
としての役割を加え、地域への⼀層の貢献が期待される。

国⽴⼤学の地⽅への貢献4

国⽴⼤学の⼈⽂・社会科学は、⾼度な研究と教育の循環を通して、新たな価値、倫理、産業及び地域の
活性化をリードする⼈材を⽣み出すことが期待される。国の投資の下、⾃⼰改⾰を⾏いつつ、現代だけ
でなく将来の⽇本の要請に応えることが求められている。

国⽴⼤学における⼈⽂・社会科学振興の推進5
⽂部科学省提供資料

21平成29年度 論説委員等との懇談会 Ⅳ 共創による研究⼒の強化 ─ ⼤阪⼤学の取組事例

⼤阪⼤学モデルの新しい産学連携： 産学共創

「Co-creation」する⼤学へ変⾰

第3ステージ第3ステージ
産学連携の 産学

共創

1 基礎研究段階からの包括的な産学連携
産学共創によるイノベーション⼈材育成2
産学共創による若⼿研究者の雇⽤・育成3
産学循環機能による男⼥協働の推進4

第2ステージ第2ステージ ⼤学発シーズベースの共同研究の組織的展開
●共同研究講座・部⾨ 開設 実績 51
●協働研究所 設置 実績 12

平成29年7⽉1⽇現在

第1ステージ第1ステージ 技術相談・個別の共同研究
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「組織」対「組織」による基礎研究段階からの産学共創

情報分野
ダイキン⼯業株式会社と情報科学分野における

包括連携契約
 10年間にわたる産学共創の四つのアプローチ

実現のための⽀援
（年間5億円、総額56億円（研究環境整備費を含む））

平成29年6⽉

⼤塚製薬株式会社と先端的な免疫
学研究活動に関わる包括連携契約

 10年間にわたる運営基盤の⽀援

平成29年2⽉

平成28年5⽉創薬分野
中外製薬株式会社と先端的な免疫

学研究活動に関わる包括連携契約
 10年間にわたる運営基盤の⽀援

（年間10億円、総額100億円）

「組織」「組織」 「組織」「組織」対 の
包 括 連 携

⼤阪⼤学と企業との基礎研究段階からの産学共創
により、本学の⼀層の研究⼒強化を図り、産学が
⼀体となった「共創知」を⽣み出すとともに、
「共創イノベーション」を実現
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産学共創による若⼿研究者の雇⽤・育成 ⾼等共創研究院⾼等共創研究院

⾼等共創研究院

特命教員の雇⽤

寄
附
⾦
等
に
よ
る
⽀
援

企業
各種団体

問題打開の
ために

運営費交付
⾦の漸減

若⼿教員の
パーマネント
ポストの減

集中して研究に
打ち込む時間の

減少
深刻な
問題

研究⼒
低下

⼀般財団法⼈ 阪⼤微⽣物病研究会、ダイキン⼯業（株）
のご⽀援により、第⼀段階がすでにスタート
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国⽴⼤学は、⼤学の強み・特⾊を発揮した機能強化を
図るための取組を展開するなど、

改⾰に最⼤限努⼒してきております。

今後も改⾰を着実に実⾏し成果をあげていくためには、
安定的な経営基盤の確⽴が不可⽋です。

皆様のご理解、ご⽀援をよろしくお願いいたします。

おわりに




